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将来の航空交通システムの構築に向けて

２００９年２月１３日
航空局 管制保安部 保安企画課長

坂野 公治
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【羽田空港再拡張概略図】
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連絡誘導路

《１１．１万回／年（１５２便／日に相当）増加）》

〔再拡張前（ 時点）〕

３０便／時間
２９．６万回／年 ※※

《405便／日(810回 に相当》

〔再拡張後〕

４０便／時間
４０．７万回／年

《557便／日(1114回)に相当》

・新設滑走路・連絡誘導路の整備

・エプロン、新管制塔の整備等関連事業

。
発着回数の増加は、管制の安全確保等を図りつつ段階的に実施

滑走路整備事業

国際線地区
整備事業

（ＰＦＩ事業）

整備概要
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羽田空港は、航空需要の増加から発着能力が既に限界

⇒ 発着容量の制約によるボトルネックの解消が急務

⇒ 再拡張事業の早期実施が必要

1．発着容量の制約の解消

2．多様な路線網の形成・多頻度
化による利用者利便の向上

3．航空市場における真の競争を
行わせるための環境整備

4．都市の国際競争力強化
（都市再生）

5．地域交流の促進、地域経済の
活性化

再拡張により発着容量が１．４倍増加

○整備内容 〔平成２１年度予算案 １，３１３億円〕

○平成２２年１０月末の供用開始を目指すとともに、
国際定期便の就航を図る

【再拡張の意義】

H17.10.1

( )

)

3120m2020m

東京国際空港（羽田）再拡張事業の推進
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国際航空需要の増大に対処し、我が国の国際交流拠点としての機能を確保するため、2009年度末の完成を目指し北伸によ
る平行滑走路の2,500m化の整備を推進、発着枠を２２万回に拡大するとともに、エプロンの拡充や旅客ターミナルビルの能
力増強、物流施設の機能向上、環境対策・共生策等を推進する。

米国西海岸まで可能東南アジア周辺どまり離陸機の目的地

利用可能利用不可ジャンボ機等の利用

2500m平行滑走路平行滑走路(2180m)

２２万回２０万回年間発着可能回数

整備後現行

整備計画の概要

整備効果

北

１５

１．平行滑走路の機材制約の緩和 ２．成田空港の発着可能回数の増大

未買収地を避けて既に用地取得済みの北側に滑走路を延長

【スケジュール】

06年9月11日 許可

9月15日 着工

09年度末 供用開始予定

平行滑走路

本来計画

北伸計画

成田国際空港の整備

2180m

2500m

2500m
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国内線、国際線の年間飛行回数の需要予測（暫定値）及び管制官等数推移

※１ 羽田、成田の容量制約がある場合の需要予測の暫定結果。 、 年は参考値。
※２ 国内線飛行回数は第９回航空分科会国内線発着回数の需要予測値の半数として計算。
※３ 上空通過機数は、 年より実績を取っている。
※４ 管制官等数とは、航空管制官、航空管制運航情報官、航空管制技術官の数。

実績値 予測値

※ （）内は 年を とした値

管
制

官
等

数
（人

）

（年）

増加

参考値年～ 年平均増加率
（予測）

上空通過機 ％
国際線 ％
国内線 ％

1997年（4424人）をピークに横ばい

1997

我が国の年間飛行回数は過去15年で２倍程度の伸び。今後の需要予測は、羽田再拡張等を踏まえ、2017年には33％増
加（対2005年値）する見込み。一方、行政の減量効率化の観点から管制官等数は頭打ちになっている。

航空交通量の推移と今後の予測
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平成６年航空審議会諮問第２３号答申（概要）

航空衛星システム整備
・ 衛星航法（ ）
・ 航空衛星通信（ ）
・ 自動従属監視（ ）

次世代のシステム（第１段階： ～ 年後）

○ 通信
・ 航空衛星通信（ ）の導入
・ 監視の分野で必要となる二次監視レーダー（ モード ）の導入により、そのデータリンク機能の活用検討

○ 航法
・ 衛星航法（ ）の活用

○ 監視
・ 国内における モード の導入検討
・ 自動従属（ ）に自動衝突防止警告機能や回避指示機能を付加した洋上管制システムの導入
・ 空港面探知レーダー（ ）、高性能航空灯火、空港面 （地上データリンク）等を活用した空港面走行誘導
・ システム（ ）の充実

○ 航空交通管制
・ 運輸多目的衛星（ ）等を活用した自動従属監視（ ）の実施

○ 航空交通流管理
・ バイパス経路の推奨等による最適な航空交通流を形成するための航空交通流管理を実施

○ 空域管理
・ 航空交通の実態、自衛隊機等の訓練状況等を勘案して、「空域の時間分離」の考え方を導入し、

限られた空域の一層の有効利用
・ 国内においては、広域航法（ ルート）の導入と拡充
・ 洋上においては、国際洋上可変経路（ダイナミック ）方式の採用
・ 洋上においては、 の導入による航空機間の管制間隔（縦・横間隔）の短縮
・ 高々度空域における航空機間の垂直管制間隔の短縮

新しい通信・航法・監視（新 ）

新しい航空交通管理（新 ）

CNS

ATM
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ADS

RNAV(GNSS)

MTSAT

GPSGPS

H19

（ＭＴＳＡＴ覆域図）

平成１７年２月 運輸多目的衛星（MTSAT)

新１号機を打ち上げ

平成１８年２月 同新２号機を打ち上げ

平成１８年７月 同新１号機の通信サービス開始
平成１９年７月 同新２号機の通信サービス開始
平成１９年９月 ＭＳＡＳサービスの開始

①通信機能：衛星データリンクによる管制官とパイ
ロットの直接通信

②航法機能：衛星による全地球的航法
③監視機能：自動的に航空機から伝送される位置

情報により監視

M T S A T 覆 域 図M T S A T 覆 域 図M T S A T 覆 域 図

ＨＦ通信（音声）

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳ

１．洋上航空管制業務（ＡＭＳＳ、 ）
航空機の安全運航の確保を最優先としつつ、洋上空域における管制間隔の短縮を実現

２．衛星航法サービス（ＭＳＡＳ）
地上の無線施設を利用した航法から、ＧＰＳ等の衛星を利用した航法への移行

洋上管制間隔

縦間隔

横間隔

導入前 導入後（１機体制）

１２０海里

５０海里

５０海里
(H18.7～）

５０海里

短縮 ３０海里
(H20.8～）

３０海里
（導入時期未定）

短縮

短縮

VOR/DME

方位・距離情報

方位・距離情報

慣性航法

VOR/DME
VOR/DME

方位・距離情報 経路

地上施設に依存しない自由な経路
設定による経路短縮効果

ＶＯＲ／ＤＭＥ同等以上の就航率
向上効果

従来型経路

から順次経路設定

導入後（２機体制以降順次）

これまでの代表的施策例：航空衛星システムの導入

°

°

°

°°°°

°

°

°

°°°°

°

°

°

°°°° 1 601 60 1 601 60 1 601 60

【衛星導入前】 【衛星導入後】

【衛星導入前】 【衛星導入後】

衛星を活用した通信、航法、監視機能の強化により、航空機の安全性の確保、洋上空域の容量増大
による最適経路の提供、離島等の就航率向上を図る。
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ATM 2005 10

ATM

・最適な空域構成の企画・設計
・訓練空域の利用調整
・調整経路の設定
・混雑空域迂回経路、悪天回避経路
など飛行経路の柔軟な設定

ＬＬ

出発待機指示

情報の共有
協調的意思決定

CDM

・飛行計画経路の調整
・出発待機などによる交通流制御

出発待機指示

情報の共有
協調的意思決定

CDM

・飛行計画経路の調整
・出発待機などによる交通流制御

・データリンクの活用による洋上管制
・最適な経路の設定、高度の割当て

航空交通管理（ ）センター（ 年 月より運用中）により、
航空路における交通流の調整（出発待機、迂回指示等）や防衛
省／米軍の訓練空域等の通行に関する弾力的な調整を行い、
空域の有効活用を実施

これまでの代表的施策例：新たな航空交通管理（ ）の導入

空域管理

航空交通流管理
ＡＴＭセンター

航空会社

ＡＴＭセンター

航空会社航空会社

洋上管理

ＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳＭＴＳＡＴ
（運輸多目的衛星）

ＧＰＳＭＴＳＡＴ ＧＰＳ

通常の経路

自衛隊未使用時に訓練
空域を通過可能な飛行
経路（調整経路）

通常の経路

自衛隊未使用時に訓練
空域を通過可能な飛行
経路（調整経路）
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VOR/DME VOR/DME GPS

4

20 3 RNAV5

21 RNAV

11

19 9 RNAV

21

17 RNAV

20 RNAV

RNAV)

VOR/DME 測位・計算VOR/DME

VOR/DME、ＧＰＳ等

等地上施設からの電波を受信し、 電波
発信源に向けて飛行。

、 等からの信号をもとに自機位置を測位し、計
算処理して飛行コース等を柔軟に設定可能。

受動的な飛行 自律的な飛行

運航は、航法機器・地上施設に依存
［航法支援施設＝特定］

運航は、航法の性能（精度）に依存
［航法支援施設＝不特定］

【RNAV】

【現在】 集中

２．導入効果

１．ＲＮＡＶとは

＜従来の航法＞ ＜ＲＮＡＶ（広域航法）＞

地上施設配置や地形による制約
が緩和され、進入ルート、運航
条件が改善される。

地上無線施設上空での航空機の集中が解消される。

航空路

平成 年 試行運用開始

平成 年 月 国際基準に準拠した 導入

平成 年１月時点で８９本の 経路設定

ﾀｰﾐﾅﾙ

平成 年 試行運用開始

平成 年 月 国際基準に準拠した １導入

平成 年１月時点で１３空港に設定

進入

平成 年 進入方式を３空港に導入

平成 年度 国際基準に準拠した 進入方式

導入

これまでの代表的施策例：広域航法（ の導入

技術革新

運航効率・就航率の向上、環境負荷軽減増加する航空需要への対応

交通流の円滑化

容量拡大と安全性向上

飛行時間・距離の短縮

従来

欠航・遅延の低減

空の交通にとって ・・・ 航空機にとって ・・・

VOR/DME

西行き一方通行化

東行き一方通行化

VOR/DME 複
線
化

RNAV
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1 2 3 4
5 6

次世代航空保安システムの構築に係る評価の枠組み（政策レビュー）

次世代航空保安システムの構築の目的を、（）安全性の向上、（）航空交通量増大への対応、（）利便性の向上、（）航空保安業務の効率性向
上、（）環境への配慮、（）国際貢献・連携と整理し、これらの目的に合致し広く国民の視点に立ってわかりやすく評価を実施するため、以下の５つ
の視点を設定し、評価にあたっては適宜、「航空会社」、「航空利用者」、「社会全体」からの視点で分析することとした。

① 安全に航空交通を利用したい
② いつでも効率的に運航できるようにしてほしい
③ 予定どおりに着きたい
④ 航空保安業務の効率性を向上してほしい
⑤ 環境にやさしい交通手段であってほしい

なお、国際貢献はすべての視点に間接的に関連することから定性的な評価を実施することとした。

平成６年の航空審議会諮問第23号答申により、運輸多目的衛星（ＭＴＳＡＴ：Multi-functional Transport 
Satellite）を中核とした次世代航空保安システムの導入を進めてきたが、平成19年度までにＭＴＳＡＴの２機体制が
整い、ＭＴＳＡＴによる洋上航空管制業務(ＡＭＳＳ)及び衛星航法サービス(ＭＳＡＳ)を開始したことから、23号答
申に基づく次世代航空保安システムによる航空保安業務の取組みを評価するとともに、評価結果を今後の施策へ反映
させる。

【構成員】

国立情報学研究所教授 淺野正一郎
東京大学工学系研究科教授 河内啓二
東京大学先端科学技術研究センター教授 森川博之
東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 屋井鉄雄
その他、航空局関係課室長

【委員会の開催及びパブリックコメント状況】

◎第１回委員会：政策目標、評価の視点及び評価のための指標の検討・設定
（平成20年 5月21日実施）
◎第２回委員会：政策目標の達成状況分析、問題点の抽出・改善策の検討
（平成20年 9月29日実施）
◎評価書（案）に対するパブリックコメント
（平成20年11月6日～12月5日意見募集、総数30件の意見（要望を含む））
◎第３回委員会：評価書の取りまとめ
（平成21年 1月14日実施）

評価の目的

第三者の知見の活用等（政策レビュー委員会の設置及びパブリックコメント）

評価の視点
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6.国際貢献・連携 （→ すべての視点に間接的に関連することから定性的な評価を実施。）

⑬交通流制御の実施回数の推移

⑫経路短縮によるCO2削減の推移CO2排出量削減に貢献しているか

5.環境にやさしい交通手段であってほしい （環境への配慮）

⑪単位飛行回数当たりの整備費の推移

⑩管制官等一人当たりの航空機飛行回数の推移航空保安業務の効率化は進んでいるか

4.航空保安業務の効率性を向上してほしい （航空保安業務の効率性向上）

⑨空港就航率の推移欠航せずに運航できているか

⑧定時運航率の推移定時性は確保されているか

3.予定どおりに着きたい （利便性の向上）

⑦洋上空域において希望高度を航行した航空機数の推移

⑥経路短縮率の推移運航コストの低減に貢献しているか

⑤混雑空域の処理容量値の推移

④我が国の飛行回数の推移 （次ページに分析例を示す）処理容量の拡大により運航回数の増加に貢献しているか

2. いつでも効率的に運航できるようにしてほしい （航空交通量増大への対応）

③データリンク使用率の推移

②重大インシデント発生件数の推移

①航空事故発生件数の推移 （次ページに分析例を示す）事故等の防止対策が行われているか

1. 安全に航空交通を利用したい （安全性の向上）

指標評価の視点

【評価の視点とその指標】

各評価の視点の達成度について、可能な限り各種統計や航空交通に係るデータ等を用いた指標により、定量的な評価を行い、必要に応じて
定性的な評価を加えることとした。なお、指標については、政策立案時に特段設定されていないことから、評価の視点毎に政策の達成度を評
価するため、改めて指標を設定することとした。
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【重大インシデントの発生回数の推移】
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※S46～S48年については、暦年値を使用。    ※上空通過機数についてはH9年度より実績を把握している。

客観的な判断が可能な公表データ及びこれに類する航空局資料を用いて分析することにより、全国レベルないしは世界レ
ベルの比較等が可能である。

【我が国の飛行回数の推移】

＜分析結果＞
航空保安システムに起因する重大インシデントとして、ニアミス及び滑走路誤進入がある。特に
滑走路誤進入は近年相次いで発生しており、現在、ヒューマンエラーの防止対策として、ソフト面
ではコミュニケーション齟齬の防止を推進し、またハード面ではマルチラテレーション※１の導入、

（空港面探知レーダー）の性能向上を推進しているところである。今後はこれらのハードを
活用し、管制官及びパイロットへの視覚的支援システム等の空港面移動の安全対策を更に強
化して行く必要がある。

※ マルチラテレーションとは、航空機から送信される無線信号を３カ所以上の受信局で受信して、受信時
刻の差から航空機の位置を推定する監視システム。

＜分析結果＞

飛行回数は平成６年度以降も増加を続けている。これは、空港の施設整備のほか、国内線の
％が就航している羽田空港の到着機の進入速度を一定にし、滑走路占有時間の誤差を減少

させたことによる羽田到着便の増枠（平成 年度）、国際線の多くが就航している成田空港にお
いて、異なる滑走路へ着陸する航空機の着陸経路を垂直方向に分離し、円滑な運航を行うこと
による増枠（平成 年度）、さらには、管制部間の航空機受け渡し管制間隔を から
に短縮し、航空路においてより多くの航空機を取り扱うことを可能とした（平成 年度）ことによる
ものであり、処理容量の拡大により増加する運航回数に対応できていると言える。

出典：航空法施行規則第166条の4項の事態に関する運輸安全査委員会資料（Ｈ１３年より公
表）等を基に航空局調べ

「安全に航空交通を利用したい」という視点に対する政策の達成度を判断する
にあたって、“事故等の防止対策がおこなわれているか”という観点から、
「重大インシデント発生件数の推移」を指標設定し分析。

「いつでも運航できるようにしてほしい」という視点に対する政策の達成度を判
断にするにあたって、“処理容量の拡大により増加する運行回数に対応できてい
るか”という観点から「我が国の飛行回数の推移」を指標設定し分析。
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これまでも洋上空域における管制間隔の短縮など国際貢献・連携に
寄与してきたところであるが、今後も交通量の急増が予想されるア
ジア太平洋地域において、安全で円滑かつ効率的な航空交通を実現
するとともに、地球的規模の環境問題にも対処するため、更なる貢
献及び連携が必要である。

(6)国際貢献・連携

現段階ではCO2排出量削減に必ずしも十分に貢献しているとは言え
ないことから、今後、広域航法（RNAV）の導入等取組みを充実・強
化すべきである。

(5)環境への配慮

航空保安業務の効率化は進んでいると言えることから、引き続き、
効率化を推進すべきである。

(4)航空保安業務の効率性向上

定時性は概ね確保され、空港就航率も向上していることから利便性
は向上していると言える。しかしながら、他の交通機関との比較を
踏まえると、定時性の確保については引き続き改善に向け、努力し
ていくべきである。

(3)利便性の向上

処理容量の拡大により増加する運航回数に対応できていると言える
が、混雑空域においては、ピーク時間帯のニーズには十分応えられ
ていないことから、空域管理の高度化による空域の有効活用などを
実施する必要がある。また、運航コストの低減に必ずしも十分に貢
献できているとは言えないことから、経路短縮等の取組みを充実・
強化すべきである。

(2)航空交通量増大への対応

航空保安システムに起因する事故等はほとんど発生していないこと
から事故防止対策は概ね実施できていると言えるが、重大インシデ
ントが発生していることから、引き続き、安全性向上のため事故防
止対策を推進する必要がある。

(1)安全性の向上

評価結果政策の目的
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1.

2.

3.

アジェンダ

航空交通の現状

これまでの取り組みとその評価

将来の航空交通システムの構築に向けて
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8

NextGen SESAR CARATS

1.5

•

P h y s ic a l I n t er c o n n e c t e d n es s
M a jo r  tr a f fi c f lo w s -A T M  H o m o g e n e o u s A T M  a r e a s国際動向国際動向

増加する需要への対応増加する需要への対応

長期ビジョンを持って、将来の航空交通システムを構築することが必要

新たな運用概念新たな運用概念

技術革新による新たな運用概念

多様化するニーズへの対応多様化するニーズへの対応

航空分科会答申（平成１９年６月）航空分科会答申（平成１９年６月）
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・地上／機上の情報共有、役割分担
・システムの進歩により管制官、パイロット
に対する支援機能
気象情報の高度化 等

・安全の確保
・容量拡大
・定時性、就航率向上
・環境対策
・燃料費等の運航コストの低減
・業務の効率化 等

欧米での先進的な取組みに遅れることのないよう、我が国においても航空会社、メーカー、大学、研究機
関等と産学官連携して、新技術や方式等の調査、研究開発等を戦略的に推進し、アジアにおける将来シ
ステムの構築について検討する必要がある。

将来の航空交通システムの構築の背景



17/19

Next Gen)

2025 2
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Next Gen: Next Generation Air Transportation System SESAR: Single European Sky ATM Research

ATM ICAO
ATM

ICAO

将来の航空交通システム構築に向けた世界の取り組み

国際民間航空機関

米国（ 欧州（

l

l

l

l

l

年頃の航空交通（現在の 倍を予測）に対応す
る航空交通システムのあり方を検討するため、米国
大統領と議会の指示により、 年に連邦航空局
（ 、航空宇宙局（ ）、国防省、国土安全保
障省等の７つの省庁により共同組織を設立。

共同組織では、産学官連携した検討を進めるため、
ボーイングなどの航空機製造会社、航空会社などの
産業界からも約 名が参加

年に将来像を策定

年の欧州の交通量（現在の２倍を予測）に対応す
るため、欧州委員会、ﾕ ｰﾛ ｺﾝﾄﾛ ｰﾙ などの政府・管制機
関（ ヶ国）、並びにエアバスなどの産業界（約 社）
が連携して、欧州の航空交通システムのあり方を検討
する一大プロジェクト。

年に将来像（ ﾏｽﾀｰﾌ ﾗ゚ﾝ）を策定

２００３年に 運用概念をまとめ、２０２５年の将来ビジョンを提示。平成１９年の
総会においても、 運用概念を指針として、地域及び国、産業界において実施計画の
策定及び必要な研究開発等を促進することを継続して要請

２００８年９月に、将来の航空交通に関するフォーラムを開催し、将来システムの構築に
当たって、 の枠組みの下、世界的な協調の重要性を強調

各国の対応

欧米と連携しつつ、アジア太平洋地域におけるシームレスな航空交通システムを実現
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• 2025

•

•

2025

•

国際動向や社会ニーズ等を踏まえ、ＩＣＡＯの想定でもある

年頃を見据えた を策定。

政策目標を達成するため、管制の とそれを支える

を整理。

運用概念と基盤技術を踏まえ、 の実現可能性と費用

対効果等を検討し、 年頃の目指すべき航空交通システムの

をイメージ化するとともに、ここに至る を策定。

目標の達成度の客観的チェックを行うための を設定。

新たな航空交通システムに係る長期ビジョンの策定（イメージ）

政策目標

運用概念 基盤

技術

具体的施策

将来像 実施計画

評価指標
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RNAV

CDA

H23 DCL

CDA

CO2

RNAV

RNAV

CO2

FIR
RNAV

ATM

VOR/DME VOR/DME GPSVOR/DME VOR/DME GPS

RNAV

ATM

ATM)

CO2

MSAS GPS

GBAS

GPS

・新技術を積極的に導入することにより、我が国の航空交通容量を増大させる。

・それらの技術をアジア太平洋地域へ普及促進させることにより、我が国と今後も交通量の急増が予想される同地域において、

安全かつ効率的でシームレスな航空を実現

・今後成長が見込まれる航空分野において、地球的規模の環境問題へ早急に対応

・地方路線を含め航空ネットワークが柔軟に構築されるよう、運航を効率化

・欧米と連携しつつ我が国においても、今後、長期ビジョンを策定

新たな航空交通システムの構築

安全性の向上
安全性の向上

航空交通量増大への対応
航空交通量増大への対応

利便性の向上
利便性の向上

環境対策
環境対策

平成 年度までに国内主要 路線に 経路を導入し、総経路
長 ％程度短縮 ⇒ トンの 排出削減

広域航法（ ）の導入促進

衛星を利用した進入方式等により、就航率を向上

衛星航法を利用した就航率向上

進入

による精密進入

ウェイポイント

旋回の中心

ウェイポイント

旋回の中心

旋回

滑走路の占有情報をパイロットに視覚的に伝達する滑走路状
態表示灯（ ）等を主要空港に導入

ｱ ｼ ｱ゙ における の導入促進を通じ、ｼｰﾑﾚ ｽな航空交通の実現

【プロジェクト例】
安全性の向上

曲線進入を可能とする － 等の更なる高規格の の導入

より柔軟な経路設計による空域容量拡大
（新たな高規格 ）

※ 総会において、各国は 年までに を導入することを決議。
※本年１月の において、 締約国は 導入を促進する旨の大臣宣言

アジアにおける の導入促進支援

最小のエンジン推力を維持し、グライダーのように、巡航高度
から降下途中に水平飛行を行わず、最適な降下率で降下す
る飛行を実現

継続降下到着方式（ ）の導入

音声通信をデータリンク化することにより、ヒューマンエラーを
防止するとともに、地上と機上で関連情報を一体的に共有

年度末から羽田、成田で の試行運用開始

現状の進入

滑走路

⇒容量拡大、就航率向上、騒音軽減

⇒ｱ ｼ ｱ゙ 太平洋地域における
容量拡大、
燃料消費量・ 削減

経路

従来経路

一環した

⇒就航率の向上、業務の効率化

⇒滑走路誤進入に係る重大インシデント半減

⇒安全性の飛躍的向上

⇒燃料消費量・ 削減、騒音軽減

データ

をまたいだ一環した均一レベル
の 経路が形成されていないた
め、容量拡大、円滑な交通流の形成
が阻害

我が国とアジア太平洋地域における効率的でシームレスな航空交通システムを実現

【空港面の安全性向上】

【データリンク】

羽田

出発空港

運航者からスポットアウト時間等を取
得することによる
出発時刻の予測精度向上

中間セクターの混雑を回避し、負荷を分
散させるため、手前のセクターを担当す
る管制官へ通過させる時刻を通知

特定経路への集中を回避するため、入域
させる経路を調整

性能向上：交通量の分散化

VOR/DME 測位・計算
VOR/DME

VOR/DME、ＧＰＳ等

等地上施設からの電波を受
信し、電波発信源に向けて飛行。

、 等からの信号をもとに自機位置を測
位し、計算処理して飛行コース等を柔軟に設定可能。

運航は、航法機器・地上施設に依存

［航法支援施設＝特定］
運航は、航法の性能（精度）に依存

［航法支援施設＝不特定］

ＲＮＡＶの航法原理

VOR/DMEVOR/DME 測位・計算
VOR/DME

VOR/DME、ＧＰＳ等

測位・計算
VOR/DME

VOR/DME、ＧＰＳ等

等地上施設からの電波を受
信し、電波発信源に向けて飛行。

、 等からの信号をもとに自機位置を測
位し、計算処理して飛行コース等を柔軟に設定可能。

運航は、航法機器・地上施設に依存

［航法支援施設＝特定］
運航は、航法の性能（精度）に依存

［航法支援施設＝不特定］

ＲＮＡＶの航法原理

セクターＡが混雑した
場合、可変セクターを
セクターＢが担当

セクターＡが混雑した
場合、可変セクターを
セクターＢが担当

経路の導入 可変セクターの運用特定のセクターや経路へ
の集中を回避し、空域全
体で航空交通を分散させ
るため、 機能の高
度化を実施

航空交通管理（ の高度化による空域容量拡大
（新たな空域管理・交通流管理手法）

⇒空域容量の拡大、円滑な交通流の形成、
燃料消費量・ 削減、遅延最小化

空域の動的運用

固定的運用 使用時間、形状を動的に運用

? 地上施設縮退

アジア太平洋域への展開
の可能性

我が国とアジア太平洋地域において新たな航空交通システムを構築

ターミナル

中間セクタ

ＡＣＣ
ＡＣＣ

技術革新技術革新 ×

×

○ ×

○

○

○

×

セクターA

セクター B

セクターA

セクター B

可変セクター可変セクター
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